
①結婚支援に係る道のこれまでの取組み
・Ｈ27年（2015年） ～ 継続中 ： 結婚サポートセンター「北海道コンカツ情報コンシェル」 開設
・Ｈ27年（2015年） ～ Ｈ29年（2017年） ： 結婚支援協議会を通じた道（振興局）主導の婚活イベント等の実施
・Ｈ28年（2016年） ～ 継続中 ： 高校・大学等対象としたライフデザインゼミの開催に係る次世代教育コーディネート事業の実施
・Ｒ04年（2022年） ～ 【新規】 ： 道内×道外在住者を対象とした道（本庁）主導の婚活イベント等の実施。

令和４年度 オンライン婚活イベント（市町村向け説明資料）
北海道保健福祉部子ども子育て支援課2022年8月現在

②オンライン婚活イベント実施の背景
・令和４年度地域少子化対策重点推進交付金（内閣府所管）の都道府県主導型市町村連携コースの影響
・過去に実施した結婚支援協議会による市町村等からの意見（地域単位での開催による道内在住者の奪い合い）
・コロナによる出会いの機会の減少、移住・定住の機運の高まり（減少：30.4％、地方移住へ関心あり（東京23区）：50.9％）

※出展：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

・他都府県の状況（34/47都道府県が結婚ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置、内20都府県がﾏｯﾁﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ主催、27都府県がＡＩｼｽﾃﾑ導入）

道内（定住予定者） × 道外（移住希望者） + オンライン婚活イベント

③市町村の役割
・道内参加者の募集への協力
⇒特に既に結婚支援及び農業・漁業後継者対策等で普段
から関係のある団体等からの参加者の推薦の確保。
・道外参加者のための市町村PR動画等の提供
⇒道内参加者が居住する市町村のPR動画。既存で可。そ
の他移住・定住政策に関するものなど。
・ｵﾝﾗｲﾝｲﾍﾞﾝﾄ開催時における市町村ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等の参加
⇒該当者がいる場合、かつ、希望する場合のみ。
・道内参加者に対する事後フォローアップへの協力
⇒ｲﾍﾞﾝﾄ時に成立したﾏｯﾁﾝｸﾞの効果測定のため、一定期
間（3か月～半年）経過後に参加者へ状況を確認（順調
である場合の側面を支援含む）。

④質疑関係（主な事前質問）
・想定スケジュール感を知りたい（特に市町村）。
・市町村が負担する経費・労力は。
・道外転出する可能性は。またどうやって防ぐのか。
・応募多数の場合の選考基準は。
・オンラインイベントの内容を知りたい。
・イベントにおいて成立したマッチングのその後の対応は。
・イベント実施後の成果・効果について情報提供は。
（補足）
・そもそもなぜ行政が結婚支援。民間主導でよいのでは。
⇒合計特殊出生率：1.30（全国）、1.20（全道）
⇒2015年 完結出生児数（結婚夫婦の平均出生数）：1.94

※出展国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」


